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第７章 特別支援教育  

    

第１節 概要 

県教育委員会では、福島県学校教育審議会に本県における今後の特別支援教育の在り方について諮問し、平成 21 年 9月に「地

域で共に学び、共に生きる教育」の推進を基本理念とする答申を受けた。本答申を具体的な施策に反映させるため、第６次福

島県総合教育計画（改訂版）においては、「地域におけるインクルーシブ教育システムの構築と理解啓発の促進」、「小・中

学校における特別支援教育の充実」、「高等学校における特別支援教育の充実」、「特別支援学校における特別支援教育とセ

ンター的機能の充実」、「教員の特別支援教育に関する指導力の向上」、「特別支援学校の在り方の検討（再揭）」の６項目

を本県の目指すべき特別支援教育の方向性として示した。 

また、「夢に向かってテクノチャレンジ事業」を実施し、高等部設置県立特別支援学校全校による特別支援学校作業技能大

会を開催した。各校の進路に関する学習の成果を発表し合うとともに、作業技能検定等において外部専門家から客観的な評価

を受けることを通して、生徒の自立や社会参加につながる学力や技能、意欲の向上を図った。また、「次世代のふくしまを担

う人材育成事業（特別支援学校における就労総合支援事業）」を実施し、特別支援学校高等部生徒の就職率と職場定着率の向

上に向けて、労働や福祉の関係機関と連携体制の構築と、企業への理解啓発並びに企業で働き続けることのできる人材の育成

を図った。 

「未来へつなぐ子育て・教育充実事業」では、市町村教育委員会と連携協力の下、医療、保健、福祉、労働との関係機関と

連携を図りながら、県内全ての特別な支援を必要とする幼児児童生徒が地域において一貫した支援を受けることができる相談

支援体制の整備を進めた。特別支援学校教員に対する研修の充実を図り専門性の向上を図るとともに、特別支援学校のセンタ

ー的機能による、幼稚園、小・中・高等学校への相談支援や研修支援を充実させ、地域における指導支援の充実を図った。さ

らに、教育事務所を中心として特別支援教育センター、特別支援学校がそれぞれの役割や機能を果たすとともに、地域支援チ

ームとして連携・協力して市町村や学校等のニーズに応じ、支援体制整備に向けた取組を行った。 

「特別支援学校における医療的ケア実施事業｣を実施し､教育・医療・福祉等関係者からなる｢医療的ケア実施運営協議会｣を

開催し､本県における医療的ケアの在り方について協議を行った｡また､常時､ 医療的ケアを必要とする児童生徒 (訪問教育や

病院入院生徒は除く)が在籍している学校(13 校)に常勤講師及び特別非常勤講師として看護師を配置した｡さらに､医療的ケア

の実施を指導する｢指導医の委嘱｣､地域の保健・医療・福祉機関のバックアップ体制の確立のための ｢医療的ケアサポート会議

の設置｣､医療的ケアの実施に必要な｢医療機器等の整備｣を行った｡ 

 

第２節 学校管理 

 １ 児童生徒数と教職員定数    

⑴ 児童生徒数の推移 

種別 部/年度 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

視覚障がい 

特別支援学校 

小学部 9  7  6  6  4  3  5  5  3 1 

中学部 7  6  7  8  6  5  3  4  5 8 

高等部 32  33  35  30  25  24  22  19  17 12 

計 48  46  48  44  35  32  30  28  25 21 

聴覚障がい 

特別支援学校 

幼稚部 17  14  16  11  17  12  10  14  17 17 

小学部 44  42  46  54  45  44  44  38  32 23 

中学部 20  21  17  18  22  25  26  28  26 29 

高等部 24  25  29  24  24  22  23  28  28 28 

計 105  102  108  107  108  103  103  108  103 97 

知的障がい 

特別支援学校 

小学部 493  498  504  501  517  529  543  551  600 567 

中学部 376  345  334  362  373  371  370  376  384 348 

高等部 746  763  824  757  749  751  803  819  812 742 

計 1,615  1,606  1,662  

 

 

1,620  

 

 

 

1,639  1,651  1,716  1,746  1,796 1,657 
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種別 部/年度 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

肢体不自由 

特別支援学校 

小学部 119  120  124  128  142  139  136  130  126 127 

中学部 71  58  71  68  69  70  66  71  70 71 

高等部 78  83  75  76  72  79  82  82  73 62 

計 268  261  270  272  283  288  284  283  269 260 

病弱 

特別支援学校 

小学部 37  40  34  29  35  27  33  30  29 26 

中学部 36  46  46  36  25  32  23  40  35 42 

高等部 45  44  46  40  32  37  35  36  46 52 

計 118  130  126  105  92  96  91  106  110 

 

120 

 
合  計 2,154  2,145  2,214  2,148  2,157  2,170  2,224  2,271  2,303 2,155 

※１  知的障がい特別支援学校は市立特別支援学校、福島大学附属特別支援学校を含む｡ 

※２  視覚障がい特別支援学校高等部は専攻科を含む｡ 

 

⑵ 令和元年度児童生徒数                        (R 元.5.1 学校基本調査､訪問学級を含む) 

部・学 年 幼
稚
部 

小学部 中学部 
高等部 

総計 本科 専攻 

科 
合計 

種  別 性別 1 2 3 4 5 6 計 1 2 3 計 1 2 3 計 

視覚障がい 

特別支援学校 

男 

  

0  0  0  1  0  0  1  2  1  0  3  0  3  0  3 3  6  10  

女 0  0  0  0  0  0  0  2  2  1  5  1  1  2  4  2  6  11  

計 0  0  0  1  0  0  1  4  3  1  8  1  4  2  7  5  12  21  

聴覚障がい 

特別支援学校 

男 9 4  0  1  4  3  2  14  5  2  10  17  3  6  7  16  

    

56  

女 8 0  0  3  3  2  1  9  4  5  3  12  2  4  6  12  41  

計 17 4  0  4  7  5  3  23  9  7  13  29  5  10  13  28  97  

知的障がい 

特別支援学校 

男 

  

78  87  72  73  70  66  446  76  83  89  248  189  160  173  522  1,216  

女 36  31  26  29  23  32  177  56  38  47  141  90 108  100  298  616  

計 114  118 98 102 93  98  725 132  121 136 389  279  268  273  820  1,832  

肢体不自由 

特別支援学校 

男 

  

8  9  9  12  16  18  72  11  12  13  36  10  15  11  36  144  

女 11  7  9  8  9  11  55  15  11  9  35  8  7  11  26  116  

計 19  16  18  20  25  29  127  26  23  22  71  18  22  22  62  260  

病弱 

特別支援学校 

男 

  

3  1  2  4  2  3  15  4  7  12  23  11  13  6  30  68  

女 1  3  2  1  3  1  11  3  5  11  19  4  13  5  22  52  

計 4  4  4  5  5  4  26  7  12  23  42  15  26  11  52  120  

※ 市立特別支援学校、福島大学附属特別支援学校を含む。 

 

⑶ 県立特別支援学校教職員定数の推移 

  種別 視覚支援学校・聴覚支援学校 

 

 

特別支援学校 

  年度 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

教 

員 

校 長 2  2  2  2  2  2  2  2  2 2 

 

 

12  12  12  12  12  12  12  13  13 13 

教頭・教諭 123  121  117  119  115  131  129  133  131 124 948  994  965  963  967  1,145  1,157  1,209  1,242  1,250 

養 護 教 諭 4  4  4  4  4  4  4  4  4 4 24  25  24  24  23  24  24  26  26 26 

兼 任 主 事                                     

補 充 教 員 10  5  10  11  16  14  8  13  12 10 147  132  162  159  160  160  150  170  189 173 
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  種別 視覚支援学校・聴覚支援学校 

 

 

特別支援学校 

  年度 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

教

員 

講 師                                      

寄宿舎指導員 24  24  26  25  25  25  27  28  28 28 31  34  33  33  32  34  32  31  30 28 

実 習 助 手 8  8  8  8  8  8  8  8  8 8 24  24  24  24  24  24  25  27  27 27 

計 171  164  167  169  170  184  178  188  185  176 1,186  1,221  1,220  1,215  1,218  1,399  1,400  1,476  1,527  1,517 

事 務 職 員 10  11  11  12  11  11  11  11  11 11 48  48  49  53  51  50  51  53  53 54 

そ

の

他

の

職

員 

技能労務員                                       

学 校 司 書                                       

用 務 員 2  2  2  2  2  2  2  2  2 2 6  6  6  6  6  6  7  6  6 5 

 ボイラー技師 2  2  2  2  2  2  1  1  1 1 2  2  2  1  1  1  1  1  1 1 

 栄 養 職 員 2  2  2  2  2  2  2  2  2 2 7  7  9  8  9  9  9  10  10 10 

調理給食員                                       

技能訓練士                                       

マッサージ師                                       

運 転 手                    1  1  
 

                 

計 6  6  6  6  6  6  5  5  5 5 16  16  17  15  16  16  17  17  17 16 

合    計 187  181  184  187  187  201  194  204  201

  

192 1,250  1,285  1,286  1,283  1,285  1,465  1,468  1,546  1,597 1,587 

 

  種別 計 

  年度 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

 

教

員 

校長 14  14  14  14  14  14  14  15  15  15 

教頭・教諭 1,071  1,115  1,082  1,082  1,082  1,276  1,286  1,342  1,373  1,374 

養護教諭 28  29  28  28  27  28  28  30  30  30 

兼任主事           

補充教員 157  137  172  170  176  174  158  183  201  183 

講師           

寄宿舎指導員 55  58  59  58  57  59  59  59  58  56 

実習助手 32  32  32  32  32  32  33  35  35  35 

計 1,357  1,385  1,387  1,384  1,388  1,583  1,578  1,664  1,712  1,693 

事務職員 58  59  60  65  62  61  62  64  64  65 

そ

の

他

の

職

員 

技能労務員                     

学校司書                     

用務員 8  8  8  8  8  8  9  8  8  7 

ボイラー技師 4  4  4  3  3  3  2  2  2  2 

栄養職員 9  9  11  10  11  11  11  12  12  12 

調理給食員           

技能訓練士                     

マッサージ師                     

運転手 1  1  1  0  0  0  0  0  0  0 

計 22  22  23  21  22  22  22  22  22  21 

合計 1,437  1,466  1,470  1,470  1,472  1,666  1,662  1,750  1,798  1,779 
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２ 特別支援学校及び特別支援学級の実態    

⑴ 特別支援学校（学部別学級・児童生徒数） 

障
が
い
種
別 

種 別 幼稚部 小学部 中学部 
高等部 

計 
本科 専攻科 

校  名 

学
級
数 

幼
児
数 

学
級
数 

児
童
数 

学
級
数 

生
徒
数 

学
級
数 

生
徒
数 

学
級
数 

生
徒
数 

学
級
数 

児童 

生徒 

数 

視 

覚 

県立視覚支援学校     1 1 4 8 5 7 3 5 13 21 

小  計     1 1 4 8 5 7 3 5 13 21 

聴 
 

覚 

県立聴覚支援学校 4 8 6 13 8 29 9 28     27 78 

県立聴覚支援学校福島校 2 6 3 4             5 10 

県立聴覚支援学校会津校 1 1 2 2             3 3 

県立聴覚支援学校平校 1 2 3 4             4 6 

小  計 8 17 14 23 8 29 9 28     39 97 

知 

的 

障 

が 

い 

県立大笹生支援学校     32 99 17 52 17 100     66 251 

県立あぶくま支援学校     32 102 16 56 36 189     84 347 

県立西郷支援学校     14 42 12 36 12 59     38 137 

県立石川支援学校     14 37 6 18 14 67     34 122 

県立石川支援学校たまかわ校     14 38 6 17         20 55 

県立たむら支援学校     13 35 4 10 7 28     24 73 

県立会津支援学校     27 78 17 60 19 86     63 224 

県立猪苗代支援学校     6 12 3 9 5 22     14 43 

県立いわき支援学校     24 73 15 54 18 86     57 213 

県立いわき支援学校くぼた校             7 31     7 31 

県立富岡支援学校     13 30 3 9 6 22     22 61 

県立相馬支援学校     7 21 6 27 9 52     22 100 

福島市立福島養護学校     9 40 7 25 9 57     25 122 

小  計     205                  607 112 373 159 799     476 1,779 

肢
体
不
自
由 

県立郡山支援学校     28 77 17 48 16 42     61 167 

県立平支援学校     21 50 10 23 9 20     40 93 

小  計     49 127 27 71 25 62     101 260 

病 
 

弱 

県立須賀川支援学校     6 14 9 26 17 52     32 92 

県立須賀川支援学校医大校     4 7 3 3         7 10 

県立須賀川支援学校郡山校     3 2 5 7         8 9 

県立会津支援学校竹田校     2 3 2 6         4 9 

小  計     15 26 19 42 17 52     51 120 

合   計 8 17 284 784 170 523 215 948 3 5 680 2,277 
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⑵ 特別支援学級（障がい別・児童生徒数） 

管 

内 

学校別 小学校 中学校 

計     種別 
内容 

弱視 難聴 知的 病弱・ 
身体虚弱 

肢体 
不自由 言語 自閉症 

・情緒 小計 弱視 難聴 知的 病弱・ 
身体虚弱 

肢体 
不自由 

言語 自閉症 
・情緒 

小計 

県 

北 

学校数 0 1 

 

 

64 1 1 0 55 122 0 3 34 1 1 0 31 70 192 

学級数 0 1 81 1 1 0 74 158 0 3 41 1 1 0 34 80 238 

児童生徒数 0 1 376 2 4 0 367 750 0 4 183 2 1 0 155 345 1095 

県 

中 

学校数 0 2 75 0 0 0 64 141 0 2 38 0 0 0 40 80 221 

学級数 0 2 93 0 0 0 87 182 0 2 44 0 0 0 44 90 272 

児童生徒数 0 2 437 0 0 0 428 867 0 2 185 0 0 0 151 338 1205 

県 

南 

学校数 1 4 28 0 2 0 22 57 0 0 15 0 0 0 12 27 84 

学級数 1 4 30 0 2 0 24 61 0 0 18 0 0 0 13 31 92 

児童生徒数 1 4 115 0 2 0 86 208 0 0 62 0 0 0 42 104 312 

会 

津 

学校数 0 0 38 2 2 0 35 77 0 0 24 0 0 0 19 43 120 

学級数 0 0 41 2 2 0 38 83 0 0 24 0 0 0 19 43 126 

児童生徒数 0 0 168 2 4 0 136 310 0 0 61 0 0 0 33 94 404 

南 

会 

津 

学校数 1 0 8 1 0 0 6 16 0 0 4 0 0 0 2 6 22 

学級数 1 0 8 1 0 0 6 16 0 0 4 0 0 0 2 6 22 

児童生徒数 1 0 14 1 0 0 21 37 0 0 8 0 0 0 4 12 49 

相 

双 

学校数 0 0 

 

 

25 0 1 0 18 44 0 1 13 1 0 0 10 25 69 

学級数 0 0 29 0 1 0 18 48 0 1 13 1 0 0 10 25 73 

児童生徒数 0 0 109 0 1 0 55 165 0 2 

 

47 1 0 0 30 80 245 

い 

わ 

き 

学校数 1 1 43 1 0 0 31 77 0 0 22 0 0 0 13 35 112 

学級数 1 1 51 1 0 0 37 91 0 0 23 0 0 0 13 36 127 

児童生徒数 1 2 253 1 0 0 164 421 0 0 112 0 0 0 53 165 586 

計 

学校数 3 8 281 5 6 0 231 534 0 6 150 2 1 0 127 286 820 

学級数 3 8 333 5 6 0 284 639 0 6 167 2 1 0 135 311 950 

児童生徒数 3 9 

 

1472 6 11 0 1257 2758 0 8 658 3 1 0 468 1138 3896 
 

⑶ 通級による指導（障がい別・児童生徒数）※巡回型については、本務校１（学校数１、学級数１）で計上 

管

内 

学校別 小学校 中学校 

計     種別 
内容 

弱視 難聴 
言語 
障がい 自閉症 

情緒 
障がい ＬＤ ADHD 小計 弱視 難聴 

言語 
障がい 自閉症 

情緒 
障がい ＬＤ ADHD 小計 

県

北 

学校数 0 0 4 3 1 3 5 16 0 0 0 1 0 2 1 4 

 

20 

学級数 0 0 11 7 1 7 7 33 0 0 0 1 0 2 1 4 37 

児童生徒数 0 0 151 123 12 110 109 505 0 0 0 20 

 

0 24 33 77 582 

県

中 

学校数 0 1 2 8 1 0 8 20 0 0 1 1 0 0 2 4 24 

学級数 0 1 3 8 1 0 8 21 0 0 1 1 0 0 2 4 25 

児童生徒数 0 3 59 100 3 0 93 258 0 0 7 

 

9 0 0 29 45 303 

 
県

南 

学校数 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

学級数 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

児童生徒数 0 0 0 0 0 0 29 29 0 0 0 0 0 0 0 0 29 

会

津 

学校数 0 0 1 1 0 3 2 7 0 0 0 0 0 1 2 3 10 

学級数 0 0 1 1 0 4 3 9 0 0 0 0 0 1 2 3 12 

児童生徒数 0 0 18 5 0 37 36 96 0 0 0 0 0 19 18 37 133 

南

会

津 

学校数 0 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

学級数 0 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

児童生徒数 0 0 0 0 0 0 33 33 0 0 0 0 0 0 0 0 33 

相

双 

学校数 0 0 2 0 0 0 3 5 0 0 0 0 0 0 1 1 6 

学級数 0 0 6 0 0 0 3 9 0 0 0 0 0 0 1 1 10 

児童生徒数 0 0 99 0 0 0 55 154 0 0 0 0 0 0 8 8 162 

い

わ

き 

学校数 0 0 2 1 1 1 2 7 0 0 0 1 0 0 0 1 8 

学級数 0 0 5 1 1 1 2 10 0 0 0 1 0 0 0 1 11 

児童生徒数 0 0 70 

 

23 13 22 22 150 0 0 0 4 0 0 0 4 154 

計 

学校数 0 1 11 13 3 7 21 56 0 0 1 3 0 3 6 13 69 

学級数 0 1 26 

 

17 3 12 22 81 0 0 1 3 0 3 6 13 94 

児童生徒数 0 3 397 251 28 169 377 1225 0 0 7 33 0 43 88 171 1396 
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⑷ 訪問教育対象児童生徒数及び担当教員数 

年  度 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

対象児童生徒数 77 75 89 69 90 80 69 58 55 54 49 50 43 42 39 43 38 33 34 36 36 32 30 29 

担 当 教 員 数 33 36 41 36 45 36 41 33 33 35 27 27 27 27 30 29 24 19 27 32 18 18 18 18 

⑸ 障がいによる就学義務の猶予・免除者の推移     

年  度 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 

猶 予 者 数 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 

免 除 者 数 7 5 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

３ 教職員人事・任用    

⑴ 人事異動の概要 

令和元年度の県立特別支援学校教職員の定数（補充教員

は含まない）は､前年比  1 人減の 1,596 人となった｡この

うち､教諭等は､前年比 1人増の 1,374人である｡ 

 ア 新採用について 

   令和２年度福島県公立学校教員採用試験での特別支援

学校の志願者数は、平成 31年度に比べ、前年比 29人減

の 234人（小中学校教員採用試験との併願者を含む）で

あった。一次及び二次選考試験の結果､名簿登載者数は

72人（大学院進学名簿登載猶予者を含む）であり､69人

が教諭として採用された｡ 

 イ 交流について 

平成 31年度人事異動は、例年通り４月１日付け実施と

なった。同一校永年勤務者､採用後引き続き同一校に３年

以上勤務する者等を含め 165人の教諭の交流が実現し

た｡ 

     また､小・中学校・市立特別支援学校及び福島大学附属

特別支援学校との交流(転入)は 15人で、高等学校との交

流(転入)は 9人であった｡特別支援教育の更なる充実が

期待される｡ 

⑵ 平成 31 年度県立特別支援学校教員異動・交流基準 

 ア 一般基準 

(ｱ) 教育課程の適正な運営を期するため､教員組織の均

衡をはかるように努める｡ 

(ｲ) 同一校には原則として最低３年は勤務するものとす

る｡ 

(ｳ) ２親等以内の者（姻族を含む）は原則として同一校

勤務をさける｡ 

  イ  平成 20年度以前の採用者についての基準（以下「旧基

準」）という。 

  (ｱ) 勤続年数による基準 

次の基準に該当する者は、原則として異動の対象と

する。 

   ○ 採用後引き続き同一校に３年以上勤務した者（以    

下「初任者」という。） 

   ○ 同一校に８年以上勤務した者（以下「永年者」と    

いう。） 

 

 

  (ｲ) 地区、障がいによる基準 

    教員の均衡化を図るため、県内を県北、県南、会津、

いわき、相双の５地区に分け、地区及び障がいに、所

在する学校を別表１に定めるⅠ・Ⅱ群に分類し、以下

により異動を促進する。 

   ○ 昭和 52年度以降､特別支援学校教員採用者は、原則

として､15年以内に２地区および２障がい以上の学

校に勤務するものとする｡ 

   ○ 上記の２障がいの経験については､原則として、別    

表１注によるものとする｡ 

ウ 平成 21年度以降の採用者についての基準（以下「新基

準」という。） 

  (ｱ) 勤続年数により基準 

    次に該当する者は、異動の対象とする。 

   ○ 初任者 

   ○ 異動２校目において３年以上勤務したもの（以下   

「若年者」という。） 

   ○ 永年者 

  (ｲ) 地域による基準 

    教員の適材適所への配置及び教員組織の均衡化を図   

るため、県内各学校を別表２のとおり中通り、会津、

浜通りの３地域に分け、異動を促進する。 

    原則として、採用後 20年以内に３地域の学校に勤務

するものとする。 

エ 平成 24年度より､採用年度にかかわらず新基準を適用  

する。 

   ただし､平成 20年度以前の旧基準採用者については､

平成 30年度まではｲ(ｲ)別表１を準用し､(ｲ)○印を満た

す者は、ｳ(ｲ)の規定を満たす者とみなす。 

 オ 交流 

特別支援学校及び小学校、中学校、高等学校における

教育を充実させるため、県立特別支援学校と市立特別支

援学校及び市町村公立小・中学校、県立高等学校との交

流を促進する。その期間は、教諭及び実習助手について

は原則として３年とし、養護教諭及び寄宿舎指導員につ

いては、原則として３年から８年とする。 
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別表１  県立特別支援学校地区別・障がい別・群別学校 

群分類 Ⅰ 群 Ⅱ 群 

障がい 

 

 

地区 

知的障がい

教育を主と

する学校 

視覚障が

い教育を

主とする

学校 

聴覚障が

い教育を

主とする

学校 

肢体不自

由教育を

主とする

学校 

病弱教育

を主とす

る学校 

県 北 

 

大笹生支援 

 

視覚支援 

 

聴覚支援  
(福島) 

 須賀川 

支援 
（医大） 

県 南 あぶくま 

支援 

石川支援 

石川支援 

(たまかわ) 

たむら支援 

西郷支援 

 聴覚支援 

 
郡山支援 

 
須賀川 

支援 

須賀川 

支援 

 (郡山) 

会 津 会津支援

猪苗代支援 

 聴覚支援 

（会津） 

 会津支援 

 (竹田) 

いわき いわき支援 
いわき支援 

（くぼた） 

 聴覚支援 

（平） 

 

平支援 

 

 

相 双 富岡支援 

相馬支援 

    

注：平成 20年度までの採用教員について 

(1) Ⅱ群内の学校のみの経験者は、Ⅰ群の学校に勤務す

ることを必須とする。 

(2) Ⅰ群の学校に勤務している者、又は勤務した者で、

２障がいの経験を有していない者は、Ⅱ群内の学校で

の勤務をするものとする。 

(3) ただし、平成７年度までに２地区及び２障がいの勤

務経験を終了している者はこの限りではなく、これま

で２地区及び２障がいの勤務経験を有していない者、

及び平成８年度以降平成 20年度までの採用教員につ

いては、(1)、(2)の勤務経験を必要とする。 
       

 別表２    県立特別支援学校地域別学校 

地域 地 区 学  校 

中 

通 

り 

県 北 
視覚支援      大笹生支援 

聴覚支援（福島）  須賀川支援（医大） 

県 中 

聴覚支援       郡山支援 

あぶくま支援    須賀川支援 

須賀川支援（郡山） たむら支援    

県 南 
西郷支援      石川支援 

石川支援（たまかわ） 

会 

津 
会 津 

会津支援       会津支援（竹田） 

聴覚支援（会津）  猪苗代支援 

浜 

通 

り 

いわき 
平支援        いわき支援 

聴覚支援（平）    いわき支援（くぼた） 

相 双 富岡支援       相馬支援 

第３節  学校教育    

 １ 概要 

⑴ 指導行政の基本方針 

   学校教育審議会答申（平成 21年９月）の基本理念「地域

で共に学び、共に生きる教育」をもとに、第６次総合教育

計画（改訂版）で、特別支援教育の推進に向けた取組を行

った。 

  本県では、「共に学ぶ」理念のもと、障がいのある子ど

もと障がいのない子どもが共に学ぶ環境づくりを推進し、

障がいのある子どもが地域の小・中学校等で､ 障がいのな

い子どもと共に学ぶことができる教育環境の整備を進め

た。第６次総合教育計画（改訂版）では、次の基本的な方

針のもとに、大きく６つの具体的な取組を示し、その充実

に努めた。 

○ 基本的方向性 

 ・ 障がいのある子どもが、就学前、在学中、さらには卒

業後において、一貫した支援を受けることができるよう、

医療、保健、福祉、教育、労働等の関係機関の連携を深

めることなどにより、地域で「共に生きる」ことができ

る体制の整備を進める。 

 ・ 障がいのある子どもが、一人一人のニーズに応じて、

地域の幼稚園、小・中学校、高等学校、特別支援学校に

おいて学ぶことができるよう、教員の専門性の向上、校

内支援体制の整備・充実、すべての保護者に対する特別

支援教育への理解の促進などにより、各学校における「共

に学ぶ」環境づくりを進める。 

○ 具体的な取組 

 ・ 地域におけるインクルーシブ教育システムの構築と理  

解啓発の促進 

・ 小・中学校における特別支援教育の充実 

 ・  高等学校における特別支援教育の充実 

・ 特別支援学校におけるセンター的機能の充実 

 ・ 教員の特別支援教育に関する指導力の向上 

・ 特別支援学校の在り方の検討（再揭） 

⑵ 指導組織 

課長、主幹兼副課長１名､主幹１名、主任管理主事１名､

管理主事４名､主任指導主事１名､指導主事５名､各教育事

務所特別支援教育担当指導主事７名､教育委員会委嘱特別

支援教育担当学校教育指導委員８名をもって指導に当たっ

た｡ 

⑶ 学校教育指導の重点 

   特別支援学校においては､特に以下の点に重点をおいて

指導に努めた｡ 

 ① 一人一人の教育的ニーズに応じた指導の充実 
児童生徒一人一人の実態と教育的ニーズの的確な把握

に努め、家庭や医療、福祉、労働等の関係機関と連携し

た「個別の教育支援計画」の作成と活用について、教育

支援協議会や体制促進協議会等の各種会議で周知に努め

た。 
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 ② 主体的・対話的で深い学びの実現にむけた授業改善 
新学習指導要領を踏まえた各教科等の指導を通して、

資質・能力がの３つの柱の育成がバランスよく実現でき

るように、単元や題材など内容や時間のまとまりを見通

しながら、主体的な学び、対話的な学び、深い学びの視

点を取り入れた授業の実施や改善を行った。 

 ③ 言語環境の整備と言語活動の充実 
   移動図書館車での巡回貸し出しや読書への動機付けと

して図書ボランティア等による「おはなし会」を実施し、

幼児児童生徒に本に親しむ機会を設け、読書の楽しみを

感じてもらう活動を実施した。また高等部生徒を中心に

各種弁論大会等への参加など、教科学習と関連づけなが

ら言語活動に充実取り組んだ。 
 ④ 自立活動の充実 
   児童生徒の障がいによる学習上又は生活上の困難を改

善・克服し、自立し社会参加する資質を養うために、個々

の児童生徒の的確な実態把握に基づき、自立活動の内容

項目を踏まえた指導目標と指導内容を設定して「個別の

指導計画」を作成している。個々の課題や指導目標を担

当者間で共有し、計画的・組織的な自立活動の指導を行

った。 
 ⑤ 職業教育の充実 
   「夢に向かってテクノチャレンジ事業」を実施し、全

ての高等部設置県立特別支援学校による「特別支援学校

作業技能大会」を開催した。また、｢次世代のふくしまを

担う人材育成事業（特別支援学校における就労推進事

業）｣において、生徒の就職率とその定着率の向上を目指

し、高等部を設置する特別支援学校の進路指導担当者に

よる進路支援チーム会議を開催し、教員の進路指導に関

する専門性の向上と、労働、福祉の各関係機関と連携し

た支援体制の構築を図った。 

 ⑥ 生徒指導の充実         

   幼児児童生徒の障がいの状態や特性について､教職員

の共通理解を図り､幼・小・中・高等部の一貫した指導に

努めるとともに、家庭や関係機関との連携に努めた。ま

た、県立特別支援学校の生徒指導担当者による連絡協議

会を５月と１１月の２回開催し、本県の生徒事故の現状

や課題の共有を図り、事故の未然防止に向けた取組の充

実に努めた。 

 ⑦ 交流及び共同学習の推進     

近隣の幼稚園や小・中学校、高等学校との交流及び共

同学習や、児童生徒の居住地における学校との交流を通

し、幼児児童生徒の経験を広め、社会性を養うとともに、

障がいのあるなしにかかわらず、お互いを理解し尊重す

る心を育むことに努めた。 

 ⑧ 特別支援学校のセンター的機能の発揮 

   各地区の特別支援学校地域支援センターのセンター的

機能を活かし、県内１０箇所で研修会を実施し、適切な

支援を行うことができるよう専門性の向上を図るととも

に、地域の学校等との連携体制の構築に努めた。 

⑷ 教員の資質と指導力の向上    

 ア 「切れ目のない支援体制整備事業」事業担当者会議の

開催 

   事業を推進する指導主事が参集し､各事業実施状況等

の報告及び課題についての協議を行った。また、各教育

事務所域内の支援体制の整備や特別支援教育に関する指

導の重点等についても研究協議を行い､各教育事務所域

内の特別支援教育の充実に向けた指導業務の円滑な推進

を図った｡ 

  イ  学校教育指導委員連絡協議会の開催   

      特別支援教育に関する指導の重点や事業概要及び学校

教育指導委員の任務についての研修を行い､学校教育指

導委員の資質の向上を図った｡ 

 ウ 特別支援学校初任者研修、二年次教員フォローアップ

研修、経験者研修の実施  

      特別支援学校の初任者に対し､校内・校外における研修

を通して､実践的指導力と使命感を養った｡ 

     また､教職経験に応じた経験者研修を実施し､校内におけ

るリーダーとしての力量の向上に努めた｡ 経験者研修にお

いて､教科（領域）指導研修や社会体験研修等を行った｡ 

 エ 特別支援教育担当教員専門研修  

   特別支援教育に関し､指導的立場に立つ教員の育成に

対し､専門的知識及び技術を習得させ､資質の向上と指導

力の向上を図るため､教員６名を国立特別支援教育総合

研究所の専門研修へ派遣した｡ 

⑸ 就学相談の推進   

   学校教育法施行令の一部改正による就学先決定の仕組み

等の周知を図るため、市町村教育委員会就学事務担当者と

公立中学校管理職を対象に教育支援協議会を県内７か所で

開催した。また、市町村の就学先決定における相談の充実

については、各教育事務所で支援し、障がい児の早期から

の一貫した支援の充実に努めた｡ 

⑹ 特別支援教育の推進    

 ア 特別支援学校における医療的ケア実施事業 

   ｢令和元年度特別支援学校における医療的ケア実施事

業｣を実施し､教育・医療・福祉等関係者からなる｢医療的

ケア実施運営協議会｣を設置し､本県における医療的ケア

の在り方について研究・協議を行った｡また､常時､医療的

ケアを必要とする児童生徒(訪問教育や病院入院生徒は

除く)が､在籍している学校(13 校)に看護師を配置した｡

さらに､医療的ケアの実施を指導する｢指導医の委嘱｣､地

域の保健・医療・福祉機関のバックアップ体制の確立の

ための｢医療的ケアサポート会議の設置｣､医療的ケアの

実施に必要な｢医療機器等の整備｣を行った｡ 

  ※看護師配置校 

  聴覚支援学校、聴覚支援学校福島校、大笹生支援学校、

郡山支援学校、あぶくま支援学校、須賀川支援学校、 

西郷支援学校、石川支援学校、会津支援学校、 

会津支援学校竹田校、平支援学校、いわき支援学校、 

相馬支援学校 
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 【令和元年度医療的ケア実施運営協議会委員】 

氏 名 委嘱時の職名 

 ◎森田 浩之 県総合療育センター・副所長 

 ○生井 良幸 太田西ノ内病院・小児科部長 

  古橋 知子 福島医科大学看護学部・准教授 

   斎藤 昭弘 保健福祉部障がい福祉課・専門員 

   清水川健児 子ども未来局児童家庭課・主任主査 

   杉山 裕恵 県特別支援教育センター・所長 

  鈴木  仁 白河こひつじ学園・相談支援アドバイザー 

  小山田幸江 聴覚支援学校・教頭 

小川 令子 聴覚支援学校福島校・教頭 

  大竹奈保子 大笹生支援学校・教頭 

    加藤 賢一 郡山支援学校・教頭 

  喜多見久美 あぶくま支援学校・教頭 

   鈴木 貴之 須賀川支援学校・教頭 

   小野 美花 西郷支援学校・教頭 

   菅野かおり 石川支援学校・教頭 

   田中久美子 会津支援学校・教頭 

   大和田 浩 会津支援学校竹田分校・分校長 

   齋藤  顕 平支援学校・教頭 

   加藤 一之 いわき支援学校・教頭 

   持舘 康成 相馬支援学校・教頭 

  井手しのぶ 平支援学校・看護師 

   遠藤しのぶ 郡山支援学校・看護師 

 （◎委員長 ○副委員長）

【医療的ケア実施運営協議会の開催】 

   ○ 令和元年７月 10日 

  【会議における検討事項】 

   ○  医療的ケアが必要な児童生徒の緊急時の対応マニュ

アル等の作成と迅速な対応ができる連絡体制について 
  ○ 医療的ケアマニュアル（暫定版）について 

 【看護師研修会の開催】 

   ○ 年１回の医療的ケア実施校看護師研修会を郡山支援

学校において実施した。 
 イ 「切れ目のない支援体制整備事業」による市町村にお

ける支援体制整備の促進 

   県内７地区において「特別支援教育体制促進協議会」

を年２回開催し、市町村における支援体制の整備・機能

充実に向けた支援や各園・学校等における特別支援教育

の充実のための具体的方策について協議するとともに、

相談体制の整備や相談支援ファイルの活用の促進に取り

組んだ。 

 ウ 地域支援体制の充実    

   県立特別支援学校が、地域における特別支援教育のセン

ター的機能の役割を発揮し、小・中学校等や市町村教育委

員会のニーズに応じた相談や研修等の支援を実施した。 

   相談・研修件数は 3,240件であった。 

   また、県内の各教育事務所が地域支援のコーディネー

ターとなり、相談支援チームを編制し､市町村や小・中学

校等への支援の在り方や具体的な方策について協議する

とともに、地域の小・中学校等における特別支援教育の

充実に向けた支援を実施した。 

 エ 「高等学校学習支援推進事業」による後期中等教育に

おける発達障がい等のある生徒の支援の充実 

   平成 17年度から平成 23年度まで、文部科学省「研究

開発学校」制度や、県重点事業「ＬＤ等の中高連携型生

徒支援事業」、「特別支援教育総合推進事業」において

進めてきた学習支援員を活用した生徒支援のノウハウを

活かし、令和元年度は県立高等学校 18校に学習支援員を

配置し、高等学校における支援を必要とする生徒への支

援の充実を図った。 

 オ 障がいのある幼児児童生徒の就学相談の充実 

   市町村教育委員会、公立中学校管理職を対象に学校教

育法施行令の一部改正に伴い、「教育支援協議会」にお

いて、就学先決定の流れや特別な支援を必要とする生徒

の支援等について説明をし、障がい児の一貫した支援に

努めた。また、本協議会を通して各市町村における早期

からの相談支援体制の整備と各学校における教育相談の

充実を図った。 

   

 ２ 現職教育 

⑴ 教員の研修 

   研修会については､下表のとおり実施し､教員の資質向上

に努めた｡ 

名  称 期 日 期間 会 場 人数 対 象 

特別支援学校 

教育課程運営

改善講座 

8月21日 

 

 

1日 

 

 

県特別支援

教育センタ

ー 

42 

 

 

特別支援

学校教員 

特別支援学級

等新任担当教

員研修会 

4月16日

又は17日 

10～11月

各地区2

日間 

3日 

 

 

環境創造 

センター 

130 

 

 

特別支援

学級担当

教員 

通級指導教室

担当教員研修

会 

7月17日 1日 

 

 

環境創造 

センター 

80 

 

 

通級指導

教室担当

教員 

特別支援学校

経験者研修Ⅰ 

6月19日 

～ 

6月21日 

3日 

 

 

県特別支援

教育センタ

ー 

41  

 

 

特別支援

学校教員 

特別支援学校

経験者研修Ⅱ 

6月25日 

～ 

6月27日 

3日 

 

 

県特別支援

教育センタ

ー 

37 

 

 

特別支援

学校教員 
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特別支援学校初任者研修     

名 称 期 日 期間 会 場 

宿

泊

研

修 

一次研修 8月6日～8日 3日 
磐梯青少年交流の

家 

二次研修 2月5日～7日 3日 
いわき海浜自然の

家 

一般研修 4月10日～11日 2日 
県特別支援教育 

センター 

カウンセリング

研修 
6月12日～13日 2日 

県特別支援教育 

センター 

地

区

別

研

修 

講習会研修会

等参加研修 
各校で実施 1日 

各地区内の該当 

学校等 

他校参観研修 各校で実施 5日 
各地区内の該当 

学校等 

企業等体験 

研修 
各校で実施 4日 

各地区内の該当 

学校等 

 教育課程別研修 9月11日 1日 初任者配置校 

 学部別研修 11月13日 1日 初任者配置校 

 年間150時間以上 各所属校 

 

⑵ 特別支援教育教員短期研修    

   国立特別支援教育総合研究所（専門研修 ２か月） 

氏 名 職名 学校名 コース等 期 間 

佐久間寛子 教諭 
視覚支援学

校 

視覚障害教

育専修 

9月2日～ 

11月8日 

遠田 弥生 教諭 
聴覚支援学

校 

聴覚障害教

育専修 

9月2日～ 

11月8日 

遠藤孝太郎 教諭 平支援学校 
肢体不自由

教育専修 

9月2日～ 

11月8日 

谷川 智美 教諭 
たむら支援

学校 

知的障害教

育専修 

5月13日～ 

7月12日 

木村 野麦 教諭 
大笹生支援

学校 

知的障害教

育専修 

5月13日～ 

7月12日 

鴫原 由恵 教諭 
須賀川支援

学校 

発達障害・

情緒障害教

育専修 

2年1月8日～ 

3月13日 

 

 

 

 

 

 

⑶ 小・中学校特別支援教育コーディネーター研修会    

    小・中学校（義務教育学校を含む。）の特別支援教育コ

ーディネーターに対し、インクルーシブ教育システムの理

解を深め、校内支援体制や児童生徒への配慮や支援等につ

いての役割を研修し、特別 支援教育コーディネーターの

実践力の向上を図った。 
⑷ 高等学校特別支援教育コーディネーター研修会  

  高等学校の特別支援教育コーディネーターに対し、イン

クルーシブ教育システムの理解を深め、校内支援体制や生

徒への配慮や支援等についての役割を研修し、特別支援教

育コーディネーターの実践力の向上を図った。 

⑸ 特別支援学校特別支援教育コーディネーター研修会 

特別支援学校の特別支援教育コーディネーターに対し、

センター的機能の在り方､国や県の教育施策､コンサルテー

ションの進め方等について研修し、特別支援教育コーディ

ネーターの専門性の向上及び実践力の向上を図った。 

地区 会  場 期 日 受講者数 

県内 県特別支援教育センター 5月24日 25 

 

３  教育課程 

（特別支援学校教育課程運営改善講座）    
 特別支援学校における教育課程実施上の諸問題に関する専

門的な研修を実施することにより､指導的立場にある教員の指導

力の向上を図るとともに､学校の実態や児童生徒の障がいの種類

と程度に応じた教育課程の編成と適切な実施及び管理に努め､

特別支援教育の改善・充実に資する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区 期 日 会  場 人数  参加対象 

県内 8月21日 
県特別支援教育

センター 
42 

特別支援学校の 

教務主任等 
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４ 訪問教育  
通学して教育を受けることが困難な児童生徒に対して行う訪問教育を週３回実施し、登校可能な児童生徒に対して、定期的

に他の子どもたちと交流したり、集団学習を行ったりすることができるように、１回はスクーリング(登校学習)を実施した｡ 

さらに、大笹生支援学校、郡山支援学校、石川支援学校、会津支援学校では、高等部の訪問教育を実施している｡ 

 実施状況は次のとおりである｡ 

     学級数 

     児童生徒数 

  

 校  名 

学級数 児童生徒数 ｽｸｰﾘﾝｸﾞ児童生徒数 

小
学
部 

  

病
院
訪

 

 

中
学
部 

  

病
院
訪

 

 

高
等
部 

 

病
院
訪

 

 

学
部
計 

 

病
院
訪

 

小
学
部 

  

病
院
訪

 

 

中
学
部 

 

病
院
訪

 

 

高
等
部 

 

病
院
訪

 

 

学
部
計 

 

病
院
訪

 

 小
学
部 

 

中
学
部 

 

高
等
部 

 

計 

大 笹 生 支 援 学 校  2  1  1  4 0 5  1  1  7 0 3 1  4 

郡 山 支 援 学 校  1  0  1  2 0 3  0  3  6 0 3  3 6 

須賀川支援学校郡山校  1  1   0 2  1  0   0 1    0 

須賀川支援学校医大校  1  0   0 1  1  0   0 1    0 

石 川 支 援 学 校  0  0  1  1 0 0  0  1  1 0   1 1 

会 津 支 援 学 校  1  0  1  2 0 1  0  1  2 0 1  1 2 

平 支 援 学 校  2 1 1 1 0 0 3 2 5 2 1 2 0 0 6 4 5 0  5 

相 馬 支 援 学 校  1  0  0  1 0 1  0  0  1 0 1   1 

合   計  7 3 2 2 4 0 13 5 15 4 2 2 6 0 23 6 13 1 5 19 

５ 生徒指導・進路指導   

⑴ 生徒指導 

    障がいのある児童生徒一人一人の意思や個性を生かしな

がら､障がいの状態や発達の段階・特性等に応じた指導が十

分に行えるように､校内の生徒指導体制の確立に努めた｡ 

    特に､児童生徒一人一人の課題を的確に把握し､児童生徒

の立場に立った行動理解を行い､児童生徒の自己実現を図

るべく､生徒指導の機能を生かした指導支援に努めた｡ 

⑵ 進路指導 

 ア 夢に向かってテクノチャレンジ事業 

  (ｱ) 事業の趣旨 

       特別支援学校高等部生徒の自立と社会参加を促すた

め、特別支援学校作業技能大会を開催し、日頃の進路

に関する学習の成果を発表するとともに、外部専門家

から客観的な評価を受ける機会とする。 

  (ｲ) 実施校 

       高等部設置県立特別支援学校 16校 

福島大学附属特別支援学校  

福島市立福島養護学校       計 18校 

  (ｳ) 実施状況 

     ａ 特別支援学校作業技能大会の開催 

    ・期日 8月 2日（金） 

・場所 ビッグパレットふくしま 

   ｂ 実施部門 

・作業技能検定部門 

ビルクリーニング、喫茶接遇サービス、パソコン

データ入力、店舗販売（品出し・パッケージ） 

 

    ・作業製品品評部門 

          作業製品の品評と作業学習の紹介等 

    ・デモンストレーション部門 

     視覚支援学校理療科のあん摩マッサージ等の技術

披露 

   ｃ 外部評価の活用 

・各作業技能検定部門及び作業製品品評部門の評価

表に関する助言 

    ・作業技能検定部門と作業製品品評部門の審査 

イ 次世代のふくしまを担う人材育成事業（特別支援学校   

における就労推進事業） 

  (ｱ) 事業の趣旨 

       高等部を設置する特別支援学校を対象として、労働、

福祉等の各関係機関と連携した支援体制整備を基盤と

し、企業への理解啓発と、企業で働き続けることので

きる人材育成を充実させることにより、就職率と定着

率の向上を図る。 

  (ｲ) 実施校 

       高等部設置県立特別支援学校 16校  
    福島大学附属特別支援学校 

福島市立福島養護学校        計 18校 

  (ｳ) 実施状況 

    ａ 進路支援チーム会議の実施 

    ・特別支援学校進路指導担当による就労促進及び支

援の充実に関する協議 

    ・障がい者就業・生活支援センターとの連携強化 
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    ｂ 移行支援機能の充実 

・関係機関と連携した、早期からの移行支援会議の

実施 

        ・在学中から卒業後までの長いスパンでの支援 

ｃ 企業の求める人材育成  

    ・作業学習の内容や手法の見直し 

    ・ジョブコーチや企業等からの指導助言 

     ・「障がい者就職面接会」への参加  

    ・「特別支援学校早期訓練コース」の活用 

ｄ 外部評価の活用 

    ・「特別支援学校作業技能大会」における作業技能

検定の活用 

        ・「障がい者技能競技大会」への参加 

 

 ６  特別活動 

⑴ 卒業式                       
ア  県立特別支援学校卒業者数 

   学部 

障がい 
幼稚部

 
小学部

 
中学部

 
高等部

 
合 計

 

視覚障がい   1 3 4 

聴覚障がい 10 3 13 13 39 

知的障がい  94 121 238 453 

肢体不自由  27 22 22 71 

病      弱  3 22 11 36 

計 10 127 179 287 603 

 
イ  県立特別支援学校卒業式学部別開催日(校数) 

開催日 

 

学部 

3 

月 

1 

日 

3 

月 

2 

日 

3 

月 

6 

日 

3 

月 

11 

日 

3 

月 

12 

日 

3 

月 

13 

日 

3 

月 

17 

日 

3 

月 

18 

日 

3 

月 

19 

日 

幼稚部      1 1 1 1 

小学部    1 2 3 4 6  

中学部    1 2 4 4 6 1 

高等部 1 5 1 1 1  1 4 1 

 

⑵ 修学旅行  

行き先 

日数 

 

 

学部 

行 き 先 日 数 

人 

 

数 

県 

内 

東 

北 

関 

東 

関 

西 

北
海
道 

日
帰
り 

一
泊
二
日 

二
泊
三
日 

三
泊
四
日 

小学部 3 9 5   11 6   141 

中学部   14   1 2 11  172 

高等部   6 10 1  2 12 3 264 

 

 

７  学校訪問 

県立特別支援学校 

経験者研修Ⅰ､Ⅱの研究授業日に学校訪問を実施した｡ 

No. 訪 問 日 学 校 名 

1  9月30日 須賀川支援学校 

2  9月30日 聴覚支援学校平校 

3 10月17日 相馬支援学校 

4 10月18日 石川支援学校 

5 10月30日 西郷支援学校 

6 11月 7日 いわき支援学校くぼた校 

 

 ８ 県立学校学校教育指導委員    

    氏 名 職名 所 属 校 

  松永日止志 教諭 視覚支援学校 

   武内喜美子 教諭 聴覚支援学校 

   木原 清和 教諭 郡山支援学校 

   永戸 千賀 教諭 須賀川支援学校郡山校 

  冨田  篤 教諭 大笹生支援学校 

中野 正貴 教諭 会津支援学校 

   横山 史子 教諭 たむら支援学校 

   岡崎あゆみ 教諭 いわき支援学校 

 

 ９ 就学指導          

⑴ 福島県特別支援教育推進会議       

 福島県特別支援教育推進会議委員 

委 員 職   名 

学識見識者 大学教授  

関係機関 福祉関係代表 

関係機関 県総合療育センター所長   

関係機関 県保健福祉部障がい福祉課長 

関係機関 県保健福祉部こども未来局児童家庭課長   

関係機関 県商工労働部雇用労政課長 

教育関係 小学校長会代表 

教育関係 中学校長会代表 

教育関係 高等学校長会代表 

教育関係 特別支援学校長会代表 

教育関係 県特別支援教育センター所長   

教育関係 県教育庁特別支援教育課長 
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⑵ 教育支援協議会     

 ア  期日及び会場 

地 区 期 日 会  場 参加者数 

県  北 6月 6日  パルセいいざか 108 

県  中 6月 5日  文化の森てんえい 64 

県  南 5月31日  白河合同庁舎 45 

会  津 6月13日  湯川村公民館 71 

南会津 5月30日  御蔵入交流館 18 

相  双 6月 7日  かしま交流センター 50 

いわき 5月28日  いわき合同庁舎 68 

イ  参 加 者 

・各市町村教育委員会指導主事等 

・公立小学校管理職 

 ウ  説明及び協議 

   (ｱ) 説明 

  ｢特別な支援が必要な児童への支援のあり方について」 

   (ｲ) 説明及び協議 

     ｢自校における特別な支援が必要な児童への支援の

取組について｣ 

 

 10 教科用図書 
⑴ 教科用図書事務説明会       

 ア 開催日時・場所  

      令和元年 6月 6日・自治会館 

 イ 参加者 

各教育事務所 各市町村教育委員会 

特別支援学校教科書担当者 

⑵ 学校教育法附則第９条に規定する一般図書の展示期日

及び会場 

6月 7日 

6月10日～6月11日 

6月12日～6月13日 

6月17日～6月18日 

6月20日～6月21日 

6月25日～6月26日 

6月28日～7月 2日 

7月 4日～7月 5日 

7月 9日～7月11日 

7月16日～7月19日 

 

福島大学附属特別支援学校 

大笹生支援学校 

福島市立福島養護学校 

会津支援学校 

南会津町役場 
石川支援学校 

あぶくま支援学校 

相馬支援学校 

いわき支援学校 

県特別支援教育センター 

(一般公開) 

 

 11 教育研究団体 
⑴  令和元年度福島県特別支援学校長会役員    

役職名 氏 名 所 属 校 

会 長  須田 康仁 視覚支援学校 

副会長  小檜山宗浩 聴覚支援学校 

副会長  佐藤 成紀 福島市立福島養護学校 

⑵ 令和元年度福島県特別支援学校教頭会役員 

役職名 氏 名 所 属 校 

会 長 香取 重治 須賀川支援学校郡山校 

副会長 阿部 和行 会津支援学校 

副会長 大槻 孝昭 須賀川支援学校医大校 

 

⑶ 福島県特別支援教育研究会 

 ア 組織 

役職名 氏 名 所 属 校 

会 長 佐藤 成紀 福島市立福島養護学校 

副会長 須田 康仁 視覚支援学校 

副会長 酒井 勝弘 郡山市立橘小学校 

 

  イ 事業の概要 

事業名 期 日 会 場 概  要 

役員会 2月 14日 県特別支援  

教育センター 

Ｒ１事業報告、Ｒ２

事業計画について 

 

⑷ 福島県特別支援教育振興会                     

 ア 役員                                     

役職名 氏 名 所  属 

会 長 鈴木 敏夫 仁愛看護福祉専門学校長 

副会長 櫻井 和朋 元県ＰＴＡ連合会長 

副会長 齊藤 義人 元福島商業高等学校長 

理 事 小野  寛 県北支部長 

理 事 道下 和幸 県中支部長 

理 事 小河原健一 県南支部長 

理 事 木村  秀 会津支部長 

理 事 只野 裕一 相双支部長 

理 事 大谷  明 いわき支部長 

監 事 杉山 裕恵 県特別支援教育センター所長 

監 事 髙屋 隆男 東北福祉大学准教授 元聾学校長 

顧 問  栁沼 穹壹 元あぶくま養護学校長 

 

イ 事務局  

  (ｱ) 本部事務担当 

     聴覚支援学校 校 長  小檜山宗浩 

       聴覚支援学校 教 頭  大橋 隆史 

聴覚支援学校 教 頭  小山田幸江 

    聴覚支援学校 事務長  田澤 好一 

  (ｲ) 支部 

支 部 事務局校 支 部 事務局校 

県 北 視覚支援学校 会 津 会津支援学校 

県 中 郡山支援学校 相 双 相馬支援学校 

県 南 石川支援学校 いわき 平支援学校 
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